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本研究は，著者らがこれまでに世界各地を対象に構築してきた，物流やインフラ政策などの，コンテナ

輸送への影響に関するシミュレーションを目的としたインターモーダル国際物流モデルに，航空輸送ネッ

トワークを加えることで，混雑を考慮しつつ全輸送機関の実ネットワークに基づいて配分を行う統合モデ

ルを構築する．配分においては，時間価値が他の輸送機関よりも高い航空貨物を，他の貨物と同一のモデ

ルで同時に扱うため，品目別配分モデルを適用した．構築したモデルにより推計されたユーラシア大陸地

域のゲートウェイ港湾および空港の輸出入貨物量や，ユーラシア大陸内の航路別航空輸送量を実績値と比

較し，概ね妥当な再現性が得られることを確認した． 

また，構築したモデルを用いて，特定の空港やSea & Air型輸送の利用促進に関するシミュレーションを

行い，航空輸送の利用が促進される条件や，適用する施策に応じて利用空港がシフトすることを確認した．  

 

 

     Key Words : intermodal shipping network, network assignment model, air shipping network,  

Sea & Air, policy simulation 

 

 

1. はじめに 

 

グローバル化による世界各地域の交易の拡大や，中国

の「一帯一路」構想等に基づいたインフラ整備に基づい

た陸上輸送の競争力の強化によって，国際輸送ネットワ

ークは複雑化・多様化している．航空輸送についても，

世界経済がリーマンショックによる不景気から回復して

きたことで，2019年末時点では図-1に示すように輸送力

が再び成長している． 

一般的に，航空輸送は，輸送時間が最も短く運賃が最

も高い輸送機関であるため，単価の高い貨物の輸送に適

している．また，腐りやすい生鮮食品や，納期の迫った

自動車部品など，輸送時間の観点から航空輸送を選択す

る品目や場面もみられ，総じて時間価値の高い貨物に利

用される傾向がある．よって，陸上輸送機関との連携に

より最終目的地まで効率よく輸送することも求められる． 

また航空輸送における輸送時間の短さと，海上輸送に

おける輸送費用の安さを生かし，航空輸送と海上輸送の

複合輸送（Sea & Air型輸送）も注目されている．近年で

は，アジア発貨物が仁川やドバイまで海上輸送され，そ

の後航空輸送で欧米へ輸送される経路が比較的よく利用

されている． 

 

 
図-1 世界の航空貨物輸送量の推移 

出典：IATA, Seabury, Airbus Market Forecasts1) 
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図-2 仁川空港を経由するSea & Air輸送の実績（海上→航空） 

出典：Sea & Air Transport 20182)より著者作成 

 

図-2に，仁川空港を利用するSea & Air輸送（海上→航

空）の最近の実績を示す．図に示されるように，年変動

が大きいものの，仁川空港から近い仁川港や平澤港を利

用した輸送が中心となっていることがわかる． 

本研究では，今後の変化が予想される航空貨物輸送ネ

ットワークについて，海上輸送や陸上輸送との競合等を

同一のネットワークに基づいて定量的に分析するツール

として，著者らがこれまで構築してきたインターモーダ

ル国際物流ネットワークモデル3), 4)を航空輸送も含める

形で拡張することを目的とする．また，構築したモデル

の有用性を確認するために，特定の空港の利用促進施策

の提案や，航空輸送の発展が他の輸送機関に与える影響

の分析を行う． 

 

 

2. 既往研究 

 

国際海上コンテナ貨物を対象としたモデル構築に関す

る研究例は多いものの，その多くは仮想的で単純化され

たネットワークを対象とした検討や，実ネットワークを

対象としていても地域や輸送機関を絞ったものがほとん

どである．また，航空輸送を含むマルチモードな輸送ネ

ットワークを対象とした研究についてはさらに少ない． 

 Tavasszy et al.5) は，全世界の海上輸送および各港の背後

輸送ネットワークを対象としたモデルを構築しているも

のの，混雑の影響を考慮していないことなどのため，再

現性もあまり高くない結果となっている．Wang et al.6) は，

米国を対象として混雑を考慮した陸上輸送ネットワーク

や港湾からの海上輸送を含めたモデルを構築している．

一方，著者ら 3), 4)は，ユーラシア大陸の陸上輸送と全世

界の海上コンテナ輸送を対象に，実ネットワーク上での

混雑および海上輸送と陸上輸送の競合を考慮したモデル

を構築した．また，複数の指標から概ね妥当な再現性が

得られていることも確認している． 

航空輸送を含む複合輸送モデル構築に関する近年の主

な研究としては，Heinitz and Meincke7)やITF8)，Meijis9) が挙

げられる．Heinitz and Meincke7)は，実ネットワークに基づ

いてネットワークを構築し，輸送需要の配分モデルを構

築しているものの，海上輸送は含んでおらず，混雑も考

慮していない．ITF8)については，全世界の海上・陸上・

航空輸送ネットワークを考慮した配分モデルを構築して

いるものの，単純な最短経路探索による配分であり，混

雑の考慮や，再現性の確認なども行われていない．一方，

Meijs9)は，Tavasszy et al.5)のモデルをベースとし，航空輸

送ネットワークを統合したモデルを構築しており，再現

性の評価も行なっている．ただし，混雑の影響は考慮し

ておらず，構築したモデルを用いたシナリオ分析も行っ

ていない．  

以上をまとめると，全世界を対象として海上・陸上・

航空の各輸送機関の実際の貨物輸送ネットワークを同一

のモデルで扱い，シミュレーションを実施した研究は世

界的に見ても少なく，混雑等も考慮した現状再現性の高

いシミュレーションモデルの構築に成功し，政策分析な

どに活用された研究例は未だ存在しないといえる． 

 

 

3. モデル構成 

 

 本研究で構築するモデル（以下，本モデルとする）は，

著者らの既存モデル 3), 4)をベースとし，新たに航空輸送

の実ネットワークを追加することで，海上・陸上・航空

輸送ネットワークを含めたシミュレーションモデルとな

っている．また，時間価値が高い航空貨物をその他の貨

物と同一のネットワークで配分するために，車種別ネッ

トワーク配分の手法を応用し，品目別に配分を行う．  

 本モデルは，著者らの既存モデル3), 4)と同様に，確率

的ネットワーク配分に基づいて輸送機関別の貨物輸送需

要（OD貨物量）を決定する上位問題と，利用者均衡配

分に基づいて輸送機関別の経路輸送費用および時間を決

定する下位問題に分かれている．このような2層構造と

なっている理由は，特に海上輸送においては，荷主にと

っての費用となる海上輸送運賃が，各リンクの輸送船社

にとっての限界費用などにあまり依存せず，海運市場の

需要と供給のバランスによって経路ベースで決定するこ

とが多い現状を反映するためである．以下に各モデルの

詳細を述べる． 
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(1) 上位問題 

本モデルにおける上位問題のネットワーク構成を図-3

に示す．本研究では，既存モデル 3), 4)の上位ネットワー

クに対し，空港ノード（ユーラシア大陸外の空港は貨物

の発着ノードとなる），空港間リンク，陸上ODノード

とユーラシア大陸内空港ノードを結ぶ陸上輸送リンクを

追加している． 

 

 
図-3 本モデルの上位ネットワーク構成 

 

 上位問題は，コスト最小の経路以外にもフローが流れ

る確率的ネットワーク配分を適用する．本モデルの確率

的ネットワーク配分は，以下に示すロジットモデルと等

価な Dial 配分手法を適用している．なお，効用確定項

V
od

hは，輸送費用および輸送時間に基づいて算出された一

般化費用で表される． 

 

𝑈ℎ𝑚
𝑜𝑑 > 𝑈ℎ′𝑚

𝑜𝑑  

∀ℎ, ℎ′ ∈ 𝐻𝑜𝑑 , ℎ ≠ ℎ′, (𝑜, 𝑑) ∈ 𝑂 ×𝐷            (1) 

    𝑈ℎ𝑚
𝑜𝑑 = 𝑉ℎ

𝑜𝑑 + 𝜀ℎ𝑚
𝑜𝑑                                            (2) 

𝐹ℎ
𝑜𝑑 = 𝑄𝑜𝑑 ∙

𝑒𝑥𝑝(𝜃∙𝑉ℎ
𝑜𝑑)

𝑒𝑥𝑝(𝜃∙𝑉ℎ
𝑜𝑑) + ∑ 𝑒𝑥𝑝(𝜃∙𝑉

ℎ′
𝑜𝑑)

ℎ′∈𝐻𝑜𝑑
   (3) 

 

ここで，U
od

hm：発ノード oから着ノード dまで運ばれる

ある貨物 m がある経路 h を選択することによる効用，

H
od：発ノードoから着ノードdまでの輸送経路の集合，

O, D：貨物の発着ノード集合，V
od

h：発ノード oから着ノ

ード dまでの経路 hについての効用確定項（US$/TEU），

ε
od

hm：発ノード oから着ノード dまでの経路 hについて

の効用誤差項，F
od

h : 経路 h を選ぶ貨物量（TEU/年），

Q
od：発ノード o から着ノード d までの年間輸送需要

（TEU/年），θ：ガンベル分布における分散パラメータ

である． 

 

(2) 下位問題 

 下位問題は，海上輸送サブモデルと，陸上および航空

輸送サブモデルの 2つからなり，いずれも各輸送機関の

混雑を考慮するため，Wardrop の第一法則に基づいた利

用者均衡配分手法を適用している（既往モデルと同様に，

海上輸送サブモデルは輸送時間，陸上および航空輸送サ

ブモデルは一般化費用に基づく配分とする）．ここで，

航空輸送ネットワークを単独の配分モデル（サブモデル）

として構築することも検討したものの，海上輸送や陸上

輸送ネットワークに比べるとネットワーク密度が疎であ

ることなどにより，適当な結果を得られなかった． そ

こで，航空輸送と直接的に競合する可能性がより大きい

陸上輸送ネットワークと統合したサブモデルを構築する

こととする．本サブモデルにおける利用者均衡配分問題

は，以下のように定式化される． 

 

min𝑧(𝑥) =  ∑ ∫ 𝑢(𝑥𝑎) 𝑑𝑥
𝑥𝑎

0𝑎∈𝐴  (4) 

𝑠.𝑡.   𝑥𝑎 =  ∑ ∑ 𝛿𝑎,𝑘
𝑜𝑖 ∙ 𝑓𝑘

𝑜𝑖

𝑘 ∈𝐾𝑜𝑖(𝑜,𝑖) ∈ 𝑂 × 𝐼

+ ∑ ∑ 𝛿𝑎,𝑘
𝑗𝑑

∙ 𝑓𝑘
𝑗𝑑

𝑘 ∈𝐾𝑗𝑑(𝑗,𝑑) ∈𝐽 ×𝐷

+ ∑ ∑ 𝛿𝑎,𝑘
𝑜𝑑 ∙ 𝑓𝑘

𝑜𝑑 ,  ∀𝑎,

𝑘 ∈𝐾𝑜𝑑(𝑜,𝑑) ∈𝑂 ×𝐷

 

  (5) 

∑ 𝑓𝑘
𝑜𝑖

𝑘∈𝐾𝑜𝑖 − 𝑞𝑜𝑖 = 0  ∀𝑜,𝑖                       (6) 

∑ 𝑓𝑘
𝑗𝑑

𝑘∈𝐾𝑗𝑑 − 𝑞 𝑖𝑑 = 0  ∀𝑗,𝑑                       (7) 

∑ 𝑓𝑘
𝑜𝑑

𝑘∈𝐾𝑜𝑑 − 𝑞𝑜𝑑 = 0  ∀𝑜,𝑑                      (8) 

𝑓𝑘
𝑜𝑖 ≥ 0,  𝑓𝑘

𝑗𝑑
≥ 0,  𝑓𝑘

𝑜𝑑 ≥ 0,  ∀𝑘,𝑜, 𝑑, 𝑖, 𝑗          (9) 

 

ここで，u(xa)：リンク a の一般化費用（US$/TEU），

O：陸上輸送ネットワークを考慮しない地域の空港・港

湾を含む地域代表発ノード（O ノード）の集合，D：陸

上輸送ネットワークを考慮しない地域の空港・港湾を含

む地域代表着ノード（D ノード）の集合，I：陸上ネッ

トワークと接続する輸出港湾の集合，J：陸上ネットワ

ークと接続する輸入港湾の集合，Koi： Oノード―輸出港

i間の輸送経路集合，Kjd：Dノード―輸入港j間の輸送経

路集合，Kod：Oノード―Dノードの輸送経路集合，fkoi：

O ノード―輸出港 i 間の経路 k のフロー（TEU/year），

fkjd： Dノード―輸入港j間の経路kのフロー（TEU/year），

fkod：  O ノード―D ノード間の経路 k のフロー

（TEU/year），δa,koi，δa,kjd，δa,kod：クロネッカーのデル

タ（リンク a が oi 間，jd間，od 間の経路kに含まれる

場合は 1，含まれない場合は 0），q oi：O ノード―輸出

港 i 間の陸上貨物輸送需要（TEU/year），q jd： D ノード

―輸入港 j 間の陸上貨物輸送需要（TEU/year），q od： O

ノード―D ノード間の陸上貨物輸送需要（TEU/year）で

ある． 

 本モデルで追加する航空輸送リンクおよび空港内リン

33

d2o2

o1 d1

Origin Destination

Maritime 
shipping link

export
link

import
link

Land 
transport link port i

port j

inter-carrier 
transshipment link

Land
transport link

*for port/airport that land transport network is not connected

o3* d3*

airport t

Land&Air Port Maritime (incl. inter-
carrier transshipment

Freight Charge (US$/TEU) FLAod or FLAoi + FLAjd FTOij

Shipping Time (hours) TLAod or TLAoi + TLAjd TPXi, TPMj TTMij

o4
* d4

*

airport s
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クを図-4 に示す．各リンクのコスト関数については，

Chao and Hsu10)やOhasi et al.11) ，石倉 12)を参考に，既存モデ

ル 3), 4)における海上および陸上ネットワークのリンクコ

スト関数と同様の考え方に基づき，以下の通り設定した．

なお，本モデルにおいては他の輸送機関と統合して扱う

ため，航空輸送においても，便宜的に，トン-TEU 換算

係数を用いて海上コンテナ 1TEUあたりのコストとして

定義した． 

 

a) 航空輸送リンク 

𝑢𝐴𝑠(𝑥𝑎) = 

𝛼

∙

[
 
 
 

𝐶𝐴𝑎 (𝑓𝐶𝐴𝑃𝑎 ∙ 𝑙𝑓𝑎𝑣𝑒)⁄ ∙ 𝑇𝑇 +

𝑣𝑡𝑐 ∙ [(
𝑙𝑎
𝑣𝑎

+ 𝑇𝑊𝐴𝑖𝑎) ∙ {1+ 𝑏9 ∙ (
𝑥𝑎

𝑇𝑇 ∙ 𝑓𝐶𝐴𝑃
𝒂
∙ 𝐹𝑟𝑒𝑞

𝒂

)

𝑏10

}]

]
 
 
 

 

     (10) 

 

ここで，𝑢𝐴𝑠(𝑥𝑎)：航空輸送リンクのコスト関数

（US$/TEU），α：航空機の種類（フレーター／ベリー）

によって異なる係数， 𝑥𝑎：リンク a のフロー（TEU換

算量），CAa：リンク a の航空輸送費（US$/便），

fCAPa：リンク aの貨物容量（ton/年），lfave：対象全航空

リンクの平均消席率，TT：トン-TEU 換算係数

（ ton/TEU），vtc：品目 c の時間価値パラメータ

（US$/hour/TEU），la ：リンクaの輸送距離（km），va：

リンク a の輸送速度（km/hour），TWAia：貨物を航空機

に積み込むまでの期待待ち時間(hour)，b9, b10：航空輸送

混雑関数に関するパラメータ（石倉 12)より b9 = 0.8939，

b10 = 2.1469とする），Freqa：リンクaの頻度（便/年）で

ある．なお，モデル内で消席率を計算せず，平均消席率

を実績値（2016 年：25.3%）に基づき予め設定している

点が，海上モデルと異なる． 

 リンク aの航空輸送費CAaは，以下の式によって表さ

れる． 

 

𝐶𝐴𝑎 = {𝐴𝐹𝐶𝑎 +(𝐴𝑀𝐶𝑎 + 𝐴𝐶𝐶𝑎) ∙
𝑙𝑎

𝑣𝑎

∙
1

24
} ∙ 𝐹𝑟𝑒𝑞𝑎 + 𝐴𝑂𝐶𝑎 

 (11) 

 

ここで，AFCa：リンクaの燃料費（US$/便），AMCa：リ

ンク aのメンテナンス費（US$/日），ACCa：リンク aの

機体費（US$/日），AOCa：リンク aの人件費（US$/年）

である．これらの費用については，いずれも1便あたり

の総容量に依存する関数とみなし，以下のように定式化

する．  

 

𝐴𝐹𝐶𝑎 = 𝐴𝐹𝑃 ∙ 𝑙𝑎 ∙ (𝑑1 ∙
𝑇𝑇∙𝑡𝐶𝐴𝑃𝑎

𝐹𝑟𝑒𝑞𝑎
+ 𝑑2)  (12) 

𝐴𝑀𝐶𝑎 = (𝑑3 ∙
𝑇𝑇 ∙ 𝑡𝐶𝐴𝑃𝑎

𝐹𝑟𝑒𝑞𝑎

+ 𝑑4
) ∙

1

365 ∙ 𝑂𝐷𝑅_𝑎𝑖𝑟  

(13) 

𝐴𝐶𝐶𝑎 = (𝑑5 ∙
𝑇𝑇 ∙ 𝑡𝐶𝐴𝑃𝑎

𝐹𝑟𝑒𝑞𝑎

+ 𝑑6
) ∙

𝑖𝑟_𝑎𝑖𝑟

{1 − (1+ 𝑖𝑟_𝑎𝑖𝑟)−𝑃𝑃_𝑎𝑖𝑟}

∙
1

365 ∙ 𝑂𝐷𝑅_𝑎𝑖𝑟 

(14) 

𝐴𝑂𝐶𝑎 = 𝑑7 ∙
𝑇𝑇∙𝑡𝐶𝐴𝑃𝑎

𝐹𝑟𝑒𝑞𝑎
+ 𝑑8     (15) 

 

ここで，AFP：燃料価格（US$/bbl），tCAPa：リンクaの

総航空輸送容量（ton/年），ODR_air：航空機の年間稼働

率（0.9 とする），ir_air：航空輸送の利子率（10%とす

る），PP_air：航空機の償却年数（10年を想定），d1, d2, 

d3, d4, d5, d6, d7, d8：機体の容量に依存する係数である．燃

料価格AFPについては，IATAの Industry Statistics Fact Sheet 
13)より，2016年度の価格である52.1 US$/bblを用いた．ま

た，係数 d1～d8については，Chao and Hsu10)で示された 8

機種のデータから回帰分析を行い，d1＝9.10×10-3，

d2=9.80×10-3，d3＝2.84×104，d4=2.42×104，d5＝1.48×107，

d6=2.99×107，d7＝5.55×103，d8=9.84×104を得た． 

 また，本研究では，フレーター便（貨物専用機）とベ

リー便（貨客混載機）を区分し，旅客運賃収入も見込め

るベリー便のリンクコスト関数においては，旅客と貨物

の運賃比率を考慮した費用低減を行う．これを反映する

ため，(10)式において，以下で定義される係数αを導入

した． 

 

𝛼 = {

1 (フレーターの場合)

𝛽・𝑓𝐶𝐴𝑃𝑎

𝛽・𝑓𝐶𝐴𝑃𝑎 + (𝑡𝐶𝐴𝑃𝑎 − 𝑓𝐶𝐴𝑃𝑎)
(ベリーの場合)

 

 (16) 

 

ここで，β：旅客に対する貨物の単位重量あたり運賃比

率であり，各種航空会社等の Web サイトより運賃情報

を収集した結果より，β = 2.4と設定した． 

 

b) 空港内リンク 

𝑢𝐴𝑥
(𝑥𝑎

) =
𝐶𝐹𝑅𝑜

2
+ 𝑣𝑡𝑐・𝑇𝐻𝐴𝑖+ 𝜆𝑎・(𝐶𝐵𝑋𝑎 + 𝑣𝑡𝑐・𝑇𝐵𝑋𝑎 ) 

  (17) 

𝑢𝐴𝑚 (𝑥𝑎) =
𝐶𝐹𝑅𝑜

2
+𝑣𝑡𝑐 ∙ 𝑇𝐻𝐴𝑖 + 𝜆𝑎 ∙ (𝐶𝐵𝑀𝑎 + 𝑣𝑡𝑐 ∙ 𝑇𝐵𝑀𝑎 ) 

  (18) 

𝑢𝐴𝑡(𝑥𝑎)= 𝑣𝑡𝑐 ∙ (𝑇𝑇𝑅𝑆+ 𝑇𝐶𝑈𝑆) 

     (19)  
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𝑢𝐴𝑙
(𝑥𝑎

) = 𝑢𝐴𝑑
(𝑥𝑎

) = 𝑇𝑇 ∙ 𝐶𝐶𝐻𝐴𝑝𝑎 + 𝑣𝑡𝑐 ∙ 𝑇𝐿𝑈𝐿 

(20) 

 

ここで，𝑢𝐴𝑥(𝑥𝑎)，𝑢𝐴𝑚(𝑥𝑎)：空港輸出入リンクのコス

ト関数（US$/TEU），𝑢𝐴𝑡(𝑥𝑎)：トランジットリンクの

コスト関数（US$/TEU），𝑢𝐴𝑙 (𝑥𝑎)，𝑢𝐴𝑑 (𝑥𝑎)：空港積卸リ

ンクのコスト関数（US$/TEU）， CFRo : トレーラによる国

際海上コンテナ輸送運賃のうちの固定費用分

（US$/TEU），THAi：空港における荷役時間（hour，ト

ラックが来るまでの待機時間も含む），λa ：越境パラメ

ータ（通常は 1.0）， 𝐶𝐵𝑋𝑎 ，𝐶𝐵𝑀𝑎 ：出入国において必

要な費用（US$/TEU），𝑇𝐵𝑋𝑎 ，𝑇𝐵𝑀𝑎 ：出入国において

必要な時間（hour），TTRS：トランジットにおける待機

時間（hour），TCUS：トランジットにおける通関時間

（hour）， CCHApa：空港 a の 1 ton あたりの使用料

（US$/ton），TLUL：貨物の積卸時間（hour）である． 

 このうち，CFRoについては，既存モデル 3), 4)と同様に

60.0 (US$/TEU)とし，またCBXa, CBMa, TBXa, TBMaについて

も，既存モデル 3), 4)と同様に，世界銀行のDoing Business 

データベース14)に示される「書類準備」および「税関手

続」に要する費用および時間の合計とした．TTRS, TCUS, 

TLUL については，Ohasi et al. 11)の推計結果を踏まえ，そ

れぞれ15, 5, 4.5（hour）と設定した．空港使用料CCHApa

については，Review of Airport Charges 201615)に記載され

る SDR ベースの旅客１人あたりの空港使用料を重量換

算した．なお，上記に含まれない134空港については，

記載 50空港の平均値を適用した． 

 

 

図-4 本研究で構築した航空輸送ネットワーク構成 

 

 

4. 入力データ 

 

(1) 概要 

 本モデルで用いる主な入力データは，海上・陸上・航

空輸送のネットワークデータ（距離，サービスレベル，

輸送実績など），および地域間輸送需要（OD 貨物量）

である．後者については，時間価値の高い航空貨物の輸

送需要を分け，航空貨物およびそれ以外の貨物の2種類

の地域間輸送需要を用いる（航空貨物以外の貨物を普通

貨物とする）．海上・陸上輸送ネットワークデータおよ

び普通貨物の地域間輸送需要は，既存モデル 3), 4)をベー

スとしつつ，一部港湾の追加や，ヨーロッパの一部の国

のネットワークおよび発着ノードを細分化し，港湾数は

187港，陸上リンク数は 20,873本となった．図-5に本モ

デルにおける陸上輸送ネットワークを示す． 

 

 

図-5 本モデルの陸上輸送ネットワーク 

 

(2) 航空輸送ネットワーク 

 航空輸送ネットワークは，ICAO の提供する Traffic by 

Flight Stage（TFS）データ16)（各都市間の総流動）を用い

て作成した．TFSデータ 16)には，格安航空会社（LCC）

以外の全世界の航空会社が就航している航路情報を含ん

でおり，各航路の出発都市および到着都市，航空会社，

使用機体，貨物・郵便・旅客の年間輸送実績（ton ベー

ス），貨物・郵便・旅客を合わせた年間総輸送容量

（ton ベース），貨物の年間輸送実績が年間輸送容量に

占める割合，年間運航便数のデータが得られる．また，

使用機体の情報から，フレーター便とベリー便の区別も

行うことができる．ここで，本研究で着目する航空貨物

輸送においては，旅客輸送と異なり LCC の比率が比較

的小さいため，LCCが含まれないTFSデータ16)を使用し

ても大きな問題はないものと考えられる．各航路の距離

情報については，TFSデータ 16)には含まれていないため，

各空港の緯度経度情報から，ヒュベニの公式を用いて大

圏距離を算出した．各航路の速度については，機体情報

に基づき，複数の Web サイトや書籍をもとに設定した． 

 以上のデータをもとに，1ヶ月に 1便以上の輸送実績

をもつ航路を抽出し，年間貨物取扱量が 15,000 ton以上

ある空港間を結ぶ航路（184空港・6825 航路）を，本モ

デルで構築する航空輸送ネットワークの対象とした．図

-6 に本モデルの航空輸送ネットワークを示す． 

 

export link
import link

Inland
Airport node

Departure node

Company A 
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Loading
/Unloading
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transit
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図-6 本モデルの航空輸送ネットワーク 

 

(3) 航空貨物輸送需要および時間価値 

 本モデルの対象とする航空貨物の地域間輸送需要につ

いては，以下の手順で推計した． 

 まず，IHS社の提供するWTSデータ17)から，陸上輸送

および海上コンテナ輸送と競合する航空貨物の国間輸送

需要を推計した．ここで，WTSデータ17)から得られる国

際航空貨物輸送量は tonベースの全航空貨物を含む一方

で，本モデルで対象とする貨物は，国際海上コンテナお

よびそれと代替可能な陸上・航空貨物（以下では「コン

テナ相当貨物」とよぶ）である．よって，既存モデル 3), 

4)と同様に，WTS データ 17)から品目別に算出したコンテ

ナ化率（海上貨物のうち海上コンテナ貨物の占める割合）

を航空貨物輸送量に乗じ，国間のコンテナ相当航空貨物

輸送需要を得た． 

 次に，本モデルで設定する航空輸送リンクの輸送容量

は，ICAOの提供する TFSデータ 16)に基づいているため，

同じ ICAOのOn Flight Origin and Destination（OFOD）デー

タ 18)（各都市間の純流動）から集計した国別輸出入量を

コントロールトータルとしてフレーター法を適用し，上

記で推計した航空貨物輸送需要量との差異を解消した． 

 最後に，既存モデル 3), 4)と同様に，国ごとに設定した

地域経済指標から国内ゾーンごとの輸送需要比率を算出

し，上記で得た国間のコンテナ相当航空貨物輸送需要に

乗じることで，地域間のコンテナ相当航空貨物輸送需要

を得た． 

ま た ，航空貨物と普通貨物の時間価値 vt
（US$/TEU/hour）については，WTS データに含まれる

ton ベースおよび US$ベースの輸送実績を用いて，以下

の式により算出する． 

 

𝑣𝑡 = ∑(
𝐴𝑉𝑐
𝐴𝑇𝑐

∙
𝐴𝑉𝑐

∑ 𝐴𝑉𝑐𝑐∈𝐶

∙ 𝐼𝑅 ∙
1

365 ∙ 24
) ∙ 𝑇𝑇

𝑐∈𝐶
 

    (17) 

 

ここで，C：WTS データに含まれる全品目の集合，

AVc：品目 c の全世界年間航空輸送貨物輸送額(US$/year)，

ATc：品目 c の全世界年間航空輸送貨物輸送量

(ton/year)，，IR：年間利子率（10%を想定）である． 

以上の計算より，航空貨物の時間価値は 73.7

（ US$/TEU/hour），普通貨物の時間価値は 0.41

（US$/TEU/hour）となった． 

 

 

5. モデルの計算手順および推計結果 

 

(1) 計算手順 

 本モデルの計算手順としては，まず，下位問題を計算

することで出力される各経路の輸送費用および時間を，

地域間輸送需要データと合わせて上位問題の入力とし，

上位問題を計算して各港湾および地域代表ノード間の輸

送需要を出力する．この際，海上輸送サブモデルについ

ては，あらかじめ集計した港湾間輸送需要を入力とする

一方で，陸上および航空輸送サブモデルについては，ゼ

ロフローを初期値として計算する．2 つのサブモデルの

精度差を考慮し，上位問題の初期計算で出力された輸送

需要を改めて陸上および航空輸送サブモデルの入力とし

て計算し，再度上位問題を計算することで，モデル全体

の初期計算とする．以後，設定した収束判定を満たすま

で下位問題と上位問題の繰り返し計算を行い，最終的な

推計結果を得る．なお，Intel® Core™ i7-6700 プロセッサ

ーおよびランダムアクセスメモリ(RAM) 64.0GB 搭載の

windowsデスクトップPCを使用した場合の本モデルの計

算時間は，約 4時間である． 

 

(2) 推計結果 

 本モデルにおいて輸送機関間での競合が存在するユー

ラシア大陸内発着貨物について，海上・陸上・航空輸送

の機関分担率に関する実績値と推計値の比較結果を図-7

に示す．推計値は海上輸送がわずかに過大に推計されて

いるものの，現実の輸送実態を概ね再現できていると言

える．ここで，WTS データ 17）より算出した海上輸送貨

物の割合（tonベース）は87.2%（2016年）である一方で，

図-7で示した海上輸送割合が推計結果および実績ともに

6 割程度であるのは，本モデルにおいてはユーラシア大

陸の一部の国のみを対象としており（フランスやスペイ

ン，中東の国などの海に面した一部の国々 が含まれてい

ない），実態よりも内陸国の割合が多いためである． 

 次に，他の空港や輸送機関との競合が存在するユーラ

シア大陸内の各空港（陸上ネットワークと接続する空港）

の輸出入貨物取扱量について，WTSデータ17)から集計し

た国間航空貨物輸送需要にOFODデータ 18)から得た国別

の空港輸出入貨物取扱量シェアを乗じることで算出した

実績値と，モデル計算の推計値を比較した結果を図-8

（輸出），図-9（輸入）にそれぞれ示す．両図より，輸

出入ともに比較的高い再現性が得られていることがわか

る．なお，輸出入ともに，取扱量が比較的小さい空港に

ついての再現性は比較的低くなってしまっているものの，
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オーダーレベルでは再現できており，モデル全体として

利用されやすい空港と利用されにくい空港の区別の再現

はできていると言える．取扱量が少ない空港については，

現地調査などでより詳細な情報をパラメータとして設定

することで，精度をより向上させることが可能と考えら

れる．  

 

 

図-7 機関分担率に関する実績値とモデル推計値の比較 

 

 

図-8 ユーラシア大陸内空港の輸出貨物取扱量（2016年） 

 

図-9 ユーラシア大陸内空港の輸入貨物取扱量（2016年） 

 

(3) 感度分析 

a) 時間価値パラメータvt 

 本モデルでは，航空貨物とそれ以外の普通貨物でそれ

ぞれ異なる時間価値パラメータvtを設定し，時間価値の

異なる品目別配分を行っている．一方で，実態としては

品目ごとに時間価値は異なり，航空貨物の中でも比較的

時間価値の小さい貨物において，陸上輸送や海上輸送と

より競合していることが予想される． 

 そこで，本モデルで設定する航空貨物の時間価値パラ

メータを段階的に下げた場合に，海上輸送を用いる貨物

の増加量を検証する．具体的には，本モデルの時間価値

パラメータである vt = 73.7 を半減させたケース（37.0 

US$/hour/TEU）， 4 分の 1 にしたケース（ 18.5 

US$/hour/TEU）について，海上輸送を用いる航空貨物の

輸送量を比較する．図-10 に各ケースの比較結果を示す．

図に示すように，時間価値パラメータが小さくなるほど，

海上輸送も用いる航空貨物のシェアが増加しており，本

モデルの計算が妥当なものであることも示している． 

 

 

図-10 海上輸送も利用する航空貨物のシェアの比較 
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b) 燃料費 

 航空輸送にかかるコストにおいて，燃料費は大きな割

合を占める．貨物を航空輸送するのに必要な燃料費が全

輸送費に占める割合を3章(12)～(15)式に基づき算出した

結果，台北（台湾）－香港（中国）間（距離は約 800km）

で約 17%，台北－アムステルダム（オランダ）間（距離

は約 10,600km）で約 47%であり，航空輸送において燃料

費が全輸送費の中で大きなシェアを占めることがわかる． 

 そこで本項では，燃料価格の変化が航空輸送に与える

影響を検証する．具体的には，以下の2段階で航空輸送

および海上輸送の燃料価格を上昇する場合を想定する． 

1) 航空輸送燃料価格を52.1US$/bblから140.0US$/bbl（2012

年価格）に変更する．海上輸送燃料価格についても同じ

増加率を適用し，204.7US$/tonから 646.8US$/tonに変更 

2) 燃料価格がさらに高騰した場合を想定し，航空輸送

燃料価格を 200.0US$/bbl，海上輸送燃料価格を924US$/ton

に変更 

 計算結果を以下に示す．はじめに，陸上輸送ネットワ

ークと接続する空港（以下，陸上接続空港とする）の輸

出入貨物取扱量の総量の変化を図-11 に示す．なお，5

章に結果を示した本モデルによる現状再現結果をbaseケ

ースとしている．図より，航空燃料価格が140 US$/bblま

で高騰すると，輸出入貨物の取扱総量はともに減少する

ものの，さらに200 US$/bblまで高騰した場合は，総量に

あまり変化がない．これより，航空貨物については，燃

料価格が上昇すると一定の価格までは他の輸送機関への

シフトがあるものの，さらに価格が高騰しても取扱総量

にはあまり影響がないことが推測される． 

 

 

図-11 陸上接続空港の輸出入貨物取扱量の総量の変化 

 

 次に，主要な陸上接続空港における輸出入貨物取扱量

の変化を図-12，図-13 に示す．両図より，中国の多くの

空港において，燃料費が上がるほど輸出入ともに貨物取

扱量が減少することがわかる．ただし，大連（Dalian）

空港や厦門（Xiamen）空港のように，一部の空港では貨

物量の増加が見られることから，貨物の中には燃料費の

高騰によって他の空港へシフトするものもあることが推

測される．ヨーロッパの空港においても同様であり，空

港によって燃料費の高騰が取扱量の減少を引き起こす場

合と，逆に増加を生む場合がある．また，前述したよう

に，航空燃料価格が140 US$/TEUに増加した場合は，大

きく取扱量が減少する空港が多い一方で，さらに 200 

US$/TEUまで増加した場合は，それほど大きく取扱量が

減少する空港はないことも確認できる． 

 以上より，航空輸送は，燃料価格の高騰が起きた場合，

貨物取扱量が一定量減少するものの，全体の傾向が大き

く変わることはないことが確認された．ただし，一部の

空港については，燃料価格の高騰によって貨物取扱量が

大幅に増減する場合があるため，特定の空港や港に注目

した分析等を行う際は，燃料価格の設定にも注意を払う

必要があると言える． 

 

 
図-12 主要な陸上接続空港の輸出貨物取扱量の変化 

 

 

図-13 主要な陸上接続空港の輸入貨物取扱量の変化 

 

 

6. シナリオ分析 

 

(1) 重慶空港の利用促進による貨物輸送の変化 

 図-14 に示すように，重慶市は中国の内陸部に位置し

ており，中国とヨーロッパを結ぶ鉄道である中欧班列の

第一便が出発した都市でもあることから，輸送機関の競

合を考慮する上で重要な都市である． 
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は，国内旅客便を中心とする空港であり，貨物取扱量の

規模は比較的小さいものの，1990年に開港してから段階

的な空港開発が現在まで続いており，今後の発展が見込

まれている．よって，本シナリオでは，重慶空港のサー

ビスレベルが段階的に向上することで，航空輸送がユー

ラシア大陸の貨物輸送に与える影響を分析する． 

 本シナリオで設定する2つのシナリオの条件について，

表-1 に示す．なお，5 章に結果を示した本モデルによる

現状再現結果をbaseケースとしている． 

 

 

図-14 重慶市（Chongqing）を起点とする中欧班列の概要 

出典：Russian  Railways Logistics 

 

表-1 シナリオ 1における設定 

シナリオ 航空輸送における 

越境パラメータ 

空港使用料 

(US$/ton) 

base 1.0 600 

S1-1 1.0 300 

S1-2 0.5 300 

 

 表-1 の設定に基づいて計算し，貨物取扱量が 5000 ton

以上変化したユーラシア内の空港について，base ケース

からの変化量を輸出入別に図-15，図-16 に示す．まず，

重慶空港の輸出入貨物取扱量に注目すると，輸出貨物量

は空港使用料および越境費用・時間の低減によって大き

く増加する一方で，輸入貨物量は空港使用料の半減のみ

では増加せず，越境費用・時間の低減も必要であること

が示された．これは，輸出貨物と輸入貨物では品目に違

いがあり，航空輸送の利用のしやすさに違いがあるため

と推測される．  

 続いて，各空港の輸出入貨物取扱量の変化に注目する

と，シナリオごとに一部の空港で比較的大きく変化して

いることがわかる．変化がより大きいシナリオ S1-2と

base ケースを比較した時の，中国周辺の陸上輸送ネット

ワークのリンクフローの変化を図-17に示す．図-17より，

base ケースでは天津空港，上海空港，広州空港を利用し

ていた貨物が，重慶空港へシフトしていることがわかる．

これは，重慶空港を利用して航空輸送する際の越境費用

や時間が大幅に下がったことで，天津・上海・広州空港

を利用する場合よりも陸路で 1日以上余計に輸送費用や

時間が発生するとしても，重慶空港を利用したほうが総

輸送費用および時間が小さくなることを示している．ま

た，重慶市とカザフスタン方面を結ぶ陸上輸送リンクに

ついても，リンクフローはほとんど変化がないことから，

陸上輸送との競合はあまり発生していないことがわかる．

ここで，中国の港湾取扱量については，いずれのシナリ

オでもほとんど変化しなかった．よって，本シナリオで

想定した重慶空港におけるサービスレベル向上策では，

海上輸送や陸上輸送との競合というよりは，空港間の競

合が発生するようになることが示された．特に，広州

（Guangzhou），上海（Shanghai），天津（Tianjin），鄭

州（Zhengzhou）の各空港を利用していた貨物が重慶空

港へシフトすることが推測される（天津空港，鄭州空港

は輸入貨物のみ）．さらに，図-15，図-16においてヨー

ロッパ側で取扱量が変化している Frankfurt 空港や

Amsterdam 空港においても，陸上輸送ネットワークのリ

ンクフローの変化が見られ，総輸送費用および時間がよ

り短くなるように，Frankfurt 空港から Amsterdam 空港へ

と利用空港のシフトが起きていることが確認された． 

 

 

図-15 各空港の輸出貨物取扱量の変化（シナリオ 1） 

 

 

図-16 各空港の輸入貨物取扱量の変化（シナリオ 1） 
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図-17 各空港の輸出貨物取扱量の変化（S1-2と baseケースの

比較） 

 

(2) Navoi国際空港におけるトランジットの利用促進 

 ウズベキスタンの Navoi国際空港（以下 Navoi空港と

する）は，ユーラシア大陸の中心に位置しており，従来

テクニカルランディング（給油目的の着陸）によく利用

されていた．図-18に，Navoi空港の位置およびユーラシ

ア大陸内の主要な空港との航路を示す． 

 

 
図-18 Navoi空港をハブとする主要航路 

出典：Navoi国際空港Webサイト 17) 

 

しかし近年，B767 をはじめとした中型機の技術発展

によって燃料使用効率が上がり，アジアとヨーロッパを

結ぶ直航便が増えたことで，Navoi 空港の貨物取扱量は

減少している．こうした情勢を受け，Navoi 空港はユー

ラシア大陸の中心に位置する地理的な優位性を生かし，

ヨーロッパや中東，アジアを結ぶ国際複合輸送の一環と

してハブ機能を強化することで，貨物取扱量の増加を目

指している． 

 そこで本分析では，Navoi 空港のサービスレベルを上

げるシナリオを想定し，Navoi 空港の扱うトランジット

貨物量の変化を分析する． はじめに，Navoi 空港でトラ

ンジットする際に生じる積卸時間およびトランジット時

間（通関・次便までの待機時間）を段階的に短縮した場

合の効果を検証する．その後，空港使用料の半減も加え

たシナリオを設定し，同様の検証を行う．表-2に各シナ

リオの設定を示す． 

 

表-2 シナリオ 2における設定 

シナリオ 積卸時間

（hour） 

トランジット時間

（hour） 

空港使用料

（US$/ton） 

base 4.500 20 600 

S2-1 2.250 10 600 

S2-2 1.125 5 600 

S2-3 2.250 10 300 

S2-4 1.125 5 300 

 

以下に計算結果を示す．各シナリオにおける Navoi空

港のトランジットリンクのフローから集計したトランジ

ット貨物量の変化を図-19 に示す．図より，積卸時間や

トランジット時間を低減させるだけのS2-1やS2-2では，

トランジット貨物量を増加させるのは難しい一方で，

Navoi 空港の空港使用料を半減させた状態で積卸時間お

よびトランジット時間を段階的に低減させる（S2-3，S2-

4）と，トランジット貨物量を増加させる効果があるこ

とが示された．これより，現状において Navoi空港が利

用されづらい要因としては，トランジットにより追加的

に発生する時間よりも，追加的に発生する費用が障壁と

なっていることが推測される．また，本シナリオでは，

(1)で示したシナリオ1と違い，空港使用料を低減しても，

Navoi 空港の輸出入取扱量にはほとんど変化しなかった．

これより，同様の施策を適用しても，空港の立地によっ

て貨物フローの変化に違いがあることが示唆される． 

 

 

図-19 各シナリオにおけるNavoi空港トランジット貨物量 

 

 最後に，S2-4の設定のまま表-3に示す 3つの航路を追

加した場合の，各航路を利用する貨物量を分析する

（S2-5，S2-6，S2-7 とする）．新たに追加する 3 つの航

路は，baseケースでは Navoi空港と接続していない空港

の中から選択してNavoi空港と結んだものであり，Navoi

空港をハブ空港とするネットワークを拡大することで，

Navoi 空港のハブ空港としての機能を強化することの影

響をみる．なお．速度や頻度，輸送容量は，いずれのシ

ナリオも，baseケースのネットワークにおいて Navoi空

港を出発空港とする航路の平均値（速度：901 km/h，頻

度：71 便/年，容量：5,100 ton/年）を適用した． 
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表-3  S2-5，S2-6，S2-7で追加する航路 

シナリオ 到着空港 距離(km) 機種  

S2-5 Moscow (Russia) 2,700 フレーター 

S2-6 Guangzhou (China) 4,500 フレーター 

S2-7 Jeddah (Saudi Arabiia) 2,500 フレーター 

 

 表-3で示した 3航路を追加した時の，各航路のリンク

フローを図-20 に示す． 図より，いずれの航路について

も貨物は流れており，特にS2-5およびS2-7はNavoi空港

を端点とする航路の平均輸送量に近い貨物量が流れてい

ることから，S2-5およびS2-7の航路を追加することで，

Navoi 空港をハブとする航空輸送ネットワークはより拡

大していくことが予測される． 

 

  

図-20  S2-5~S2-7で追加した各航路に流れるリンクフローおよ

び Navoi空港を端点とする他の航路の平均輸送量 

 

(3) 仁川空港を経由するSea&Air型輸送の利用促進 

 1 章で述べたように，海上輸送と航空輸送を組み合わ

せた Sea & Air型輸送が近年注目されている．そこで，本

シナリオでは，Sea & Air型輸送が盛んな国の１つである

韓国を対象に，中国および韓国間のSea & Air型輸送にお

いて，中国側の中心的な港である青島港と，仁川港を経

由して仁川空港へ結ばれるリンクを新たに設定し，仁川

側の輸送効率の改善や費用低減によってSea & Air型輸送

に起きる変化を分析する．また，本シナリオでは，前章

で行った感度分析に基づき，航空貨物の時間価値パラメ

ータ vtを 37.0（US$/hour/TEU）とした場合と，baseシナ

リオとして設定している 73.7（US$/hour/TEU）とした場

合の推計結果を比較する． 

 はじめに，上位問題のネットワークに青島港―仁川空

港直通リンク（仁川港経由を想定）を追加する．輸送時

間については，青島港から仁川港へフェリーで輸送する

のに必要な時間（330km，16.5 時間）と，仁川港到着後

から仁川空港で荷積みされるまでの陸上輸送および積替

に要する時間（12時間）を考慮し，合計28.5時間とする．

輸送費用については，青島港から仁川港までの海上輸送

費用（距離比例海上運賃を0.5 US$/km/TEUとし，0.5*330 

km = 165 US$/TEU），仁川港から仁川空港までのトラッ

ク輸送費用（距離比例トラック運賃を1.0 US$/km/TEUと

し，1.0*20 km = 20 US$/TEU），仁川空港の空港使用料を

考慮する．ここで，仁川空港の空港使用料については，

Sea & Air型輸送が韓国内で促進されている背景から，通

常の空港使用料（430 US$/ton）よりもやや安い 300 

US$/tonとする． 

 以上で設定したシナリオを S3-1とし，さらなるSea & 

Air型輸送の促進政策として，仁川空港の使用料が1/3ま

で割引された場合（S3-2）や，使用料の割引は 2/3 に留

める一方で仁川港から仁川空港までの輸送効率が上がり

輸送時間が 2/3 に短縮されることを想定したシナリオ

（S3-3）を設定し，輸送量の変化を分析する．表-4 に各

シナリオの設定をそれぞれ示す． 

 以上の設定に基づいて，それぞれのシナリオについて，

上記に示した 2種類の航空貨物時間価値のもとでモデル

計算を行った．図-21 に各シナリオにおける青島港-仁川

空港（仁川港経由）のリンクフローを示す． 

 

表-4 シナリオ 3における設定 

シナリオ 仁川港→仁川空港の 

総輸送時間 (hour) 

仁川空港の使用料

(US$/ton) 

S3-1 12  300 

S3-2 12 100  

S3-3 8  200  

 

 

図-21 青島港-仁川空港（仁川港経由）のリンクフロー 

 

 はじめに，図-21 より，現状再現モデルで用いた航空

貨物時間価値（73.7 US$/hour/TEU）の場合は，S3-1 にお

いてフェリーによる直通輸送を設定してもSea & Air型輸

送の利用はわずかで，また S3-2や S3-3のような利用促

進施策を加えても，その輸送量は増えないことがわかる．

一方で，航空貨物時間価値を半減（37.0 US$/hour/TEU）

させた場合は，S3-1もおいてもSea & Air型輸送の利用量
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が増え，さらに S3-2および S3-3において利用促進策を

適用することで，輸送量の大幅な増加がみられる．この

ことから， Sea & Air型輸送を利用しやすい貨物の時間価

値が，平均的な航空輸送貨物の時間価値と比べ，やや低

いことが示唆される． 

 航空貨物時間価値を半減させたケースにおいては，

S3-1で推計されたSea & Air型輸送量と比較して， S3-2の

方がS3-3と比べ輸送量の増加が大きいことから，仁川港

到着後から仁川空港で荷積みされるまでの陸上輸送およ

び積替に要する時間を 12 時間と設定した今回のシナリ

オにおいては，輸送時間をさらに数時間短縮するよりも，

むしろ空港使用料などの輸送費用を低減させることが輸

送量の増加につながる結果となった．これより，場合に

よっては，輸送時間の短縮のみならず，輸送費用の削減

効果もSea & Air型輸送の促進に有効であることが推測さ

れる．これは，Sea & Air型輸送を利用する貨物が，一般

的な航空輸送貨物と比べ，相対的に輸送時間よりも輸送

費用を重視する傾向があることも一因と考えられる． 

 なお，本シナリオについては，本モデルの構成上，上

位リンクにSea & Air型輸送の直通リンクを追加して分析

を行ったものの，より精緻な分析を行うには，海上輸送

サブモデルにおいて，実際にSea & Air型輸送を行ってい

るサービスを追加する必要がある．すなわち，本シナリ

オのようなSea & Air型輸送を想定したより具体的かつ精

緻なシナリオ分析を行うことは，今後の課題のひとつで

ある． 

 

 

7. 結論 

 

 本研究では，世界規模の国際物流ネットワークを荷主

の立場から再現した既存モデル 3), 4)をベースとし，世界

規模の航空輸送ネットワークを統合することで，海上輸

送・陸上輸送・航空輸送ネットワークを全て含む物流シ

ミュレーションモデルを構築した．既存モデルと同様に，

下位問題で利用者均衡配分を適用することで混雑を考慮

しつつ，上位問題においてコストが最小となる以外の経

路にも貨物が流れる確率的ネットワーク配分を適用して

いる．さらに本研究では，時間価値が一般的な貨物より

も高い航空貨物を同一のモデルで配分するため，航空貨

物とそれ以外の普通貨物で異なる時間価値パラメータを

算出し，品目別配分手法を適用した．このため，入力と

する地域間貨物輸送需要（OD 貨物量）も航空貨物と普

通貨物でそれぞれ用意した． 

 構築したモデルの推計結果について，ユーラシア大陸

内発着貨物の機関分担率や，ユーラシア大陸内の港湾や

空港の輸出入取扱量，ユーラシア大陸内航路の国ペア別

航空輸送量について実績値と比較し，概ね妥当な再現性

が得られていることを確認した． 

 本研究で構築したモデルを用いて，特定の空港や Sea 

& Air 型輸送の利用促進を目指したシナリオを用意し，

推計結果の変化を分析することで，航空輸送の利用を促

進するための施策案を定量的に考察した．  

 このように，海上輸送・陸上輸送・航空輸送の実ネッ

トワークを世界規模で含み，混雑も考慮した上で航空貨

物と普通貨物を同一のネットワークで配分できるモデル

はほとんど存在せず，本研究で構築したモデルの意義は

大きいと言える． 

 本研究の今後の課題としては，以下が挙げられる．ま

ず，比較的貨物取扱量の小さな空港については再現性が

あまり高くないため，より詳細な現地調査やデータ収集

によって，精度を向上させていく必要がある．また，本

研究では時間価値を航空貨物とそれ以外の貨物で分けた

ものの，航空貨物の中でも比較的時間価値の低い品目が

存在することが予想され，シナリオ分析の結果にも影響

するため，時間価値をより多段階的に設定することが必

要である．ただし，品目別配分では，時間価値の異なる

品目グループが増加するほど計算時間が増加してしまい，

実用レベルを超える計算時間となるため，モデル計算の

アルゴリズムや配分方法の見直しも必要となる．最後に，

より多くの地域や空港に注目したシナリオ分析も行って

いくことで，モデルの実用性をさらに検証していく必要

がある． 
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MODEL DEVELOPMENT OF INTERMODAL GLOBAL CARGO FLOW SIMULATION 
INCLUDING AIR TRANSPORT NETWORK 

 
Kentaro NISHIMURA, Ryuichi SHIBASAKI and Takuya YAMAGUCHI 

 
This study aims to add an air transport network into a global intermodal logistics simulation model that 

the authors developed for simulating the impacts of logistics and infrastructure policies on cargo flow. The 

developed model considers the capacity constraint of each shipping mode including air transport and com-

modity-based assignment is applied for considering both air transport cargo with higher value of time and 

other conventional cargo with lower value of time. The developed model well describes the actual flow, in 

terms of cargo throughput in each gateway seaport and airport in the Eurasian continent and the air traffic 

volume in the intra-Eurasian route. 

Subsequently, three policy simulations to promote the use of specific airports and Sea & Air transport 

are examined by using the model; it reveals the conditions under which the cargo throughput of specific 

airports are increased and the cargo flows are significantly changed.  
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